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東急不動産ホールディングスご紹介

持株会社

事業会社

■都市開発事業
■戦略投資事業

■管理運営事業 ■不動産流通事業 ■不動産流通事業 ■不動産流通事業

・東急不動産HDは持株会社として2013年に設立。10周年を迎える
・傘下の事業会社は、東急不動産・東急コミュニティー・東急リバブル・東急

住宅リース学生情報センターの５社。
不動産事業を中核とした開発・管理・流通事業を展開。
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長期ビジョン「GROUP VISION 2030」

・マテリアリティを踏まえて長期経営方針を推進し、価値創造に取り組む。
・「環境経営」「DX」を重要な全社方針として策定。
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・環境問題の３つの重点課題を定めて取り組みを推進。
・事業機会として環境課題解決を捉え、持続的な社会と自社の成長を目指す。

5環境を経済価値へ



3つの環境重点課題への取り組みを通じ、
「環境を起点とした事業機会の拡大」をめざす

環境を経済価値へ
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TOKYU FUDOSAN HOLDINGS GROUP

サステナビリティファイナンス

・“WE ARE GREEN”ボンドポリシーを策定。国内初のESG債長期発行方針
・ESG債の継続発行で、2030年度末にESG債70%以上を目指す
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TOKYU FUDOSAN HOLDINGS GROUP

ポジティブ・インパクト・ファイナンス



環境推進のあゆみ ～事業を通じて環境課題に取り組む～

1960～ 1980～ 2000～ 2010～ 2020～
・京都議定書
（1997）

・環境省発足
（2001）

・パリ協定
SDGs

（2015）

東急不動産設立
（1953）

環境共生住宅
（1994~ 季美の森）

自然と調和する街づくり
（1982~ あすみが丘）

環境保全型リゾート
（1984 ﾊﾟﾗｵﾊﾟｼﾌｨｯｸﾘｿﾞｰﾄ）

生物多様性保全
（2012 東急プラザ表参道原宿）

スマートシティ
（2020 東京ポートシティ竹芝）

再生可能エネルギー事業
（2014~

環境理念策定
（1998）

・日本政府
2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ宣言

（2020）

要件達成（2022）

SBT認定取得（2021）

TNFDレポート開示
（2023）

COP10 生物多様性
交流フェア参加

（2010） 国内業界初賛同
（2019 ）

Shibuya Sakura Stage
ほか広域渋谷圏開発開業

（2023～）

東急不動産HD設立
（2013）
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世界が目指すネイチャーポジティブ

ネイチャーポジティブ =
2030年までのネイチャー・ポジティブに向けた

自然のための測定可能な世界目標
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TNFD開示提言および当社レポートの開示内容

（※）広域渋谷圏とは、東急グループの渋谷まちづくり戦略において定めた、渋谷駅半径2.5kmのエリアのことを指しており、本レポートでは、
当社グループとして広域渋谷圏を優先地域と定めています。
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・当社のTNFDレポートでは、一般要件および開示提言に沿って、LEAPを
踏まえた検討結果を説明。（下記TNFD４つの柱および事業でのLEAP分析）



13生物多様性方針の改定

生物多様性方針（概要）
＜コミットメント＞
「昆明モントリオール生物多様性枠組（GBF）」で定められた「 Living in harmony with nature（自然と共生する社会） 」
「ネイチャーポジティブ」を目指す国際的な目標を尊重し、ステークホルダーと協働しながら、生物多様性へのネガティブイン
パクトを回避・最小化し、ポジティブインパクトを拡大するための取り組みを推進する。

事業を通じた生物多様性への依存・インパクトの把握、自然へのネガティブインパクトの削減・防止およびポジティブイン
パクトの創出
不動産の開発・運営・管理における地域の生態系の把握および損失の回避・最小化、生物多様性の保全・再生と人々の快適
性・レジリエンス向上が調和した土地利用の推進
陸域/海域の30%を保全するというGBFのターゲットを踏まえた生態系の保全の推進
環境や人権に配慮した持続可能な資源調達およびサーキュラーエコノミーの考え方に基づく資源利用効率の向上
ステークホルダーとの積極的なエンゲージメント
多様なステークホルダー全体の生物多様性、生態系サービスに関するリテラシー向上に向けた教育・啓発

・2010年のCOP10の翌年の2011年、生物多様性方針を策定。
・30by30賛同（2022年3月）、TNFDフォーラム参画（2023年6月）、グロー

バル生物多様性枠組み（GBF）や生物多様性国家戦略、まちづくりGX戦略
など国内外の関連動向を継続的にウオッチ

・TNFD開示を契機とし、当社グループの生物多様性方針の改訂を実施



依存とインパクトの概要

・ENCOREのセクター別レーティングを参考に、自然への「依存・インパクト」
の重要性を事業別に4段階で整理。

・開発事業での陸域生態系インパクトが大きく、中でも事業規模の大きな都市
開発の影響は大きいことが判明。
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優先地域の検討 15

生態系の構成・構造・機能が自然の変動範囲内にある度合い

保
全
優
先
度
が
高
い
地
域
の
度
合
い

・当社の保有・運営する物件所在地について、自然の重要性・十全性に関連する
指標を分析、「広域渋谷圏」と「リゾート施設等14地域」を優先地域に特定。

・中でも事業規模が大きく、自然へのインパクトの 重要性の高い「広域渋谷圏」
を今回の分析対象と決定。



自然への依存・インパクトの全体像 16

・広域渋谷圏の都市開発事業における、バリューチェーンでの依存・インパクト
を洗い出し整理。

・開発・運営段階でのネガティブインパクトは土地改変・占有等、ポジティブ
インパクトは緑化による生息地提供・エコロジカルネットワーク形成など。

※1 調整サービス：気候調整や局所災害の緩和、土壌侵食の抑制、有害生物や病気を生態系内で抑制する効果など、生物多様性により環境を制御するサービス。
※2 文化的サービス：人間が自然にふれることで得られる、審美的、精神的、心理的な面などで影響を受ける文化的なサービス。



・渋谷の商業地域の緑地は1980年以降減少の傾向。
・当社施設の緑化率は2012年回復に転じ、エリアの生物多様性にポジティブな

インパクトを示す。

インパクト「都市開発事業におけるネイチャーポジティブ貢献」 17



インパクト「エコロジカルネットワークの創出」

まちづくりでの緑化の推進
建物緑化が鳥や蝶などの移動の中継地点となり、広域渋谷圏の大規模緑地と
事業地の緑をつなぐ「エコロジカルネットワーク」創出を目指す。

●渋谷駅
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インパクト「生息地の提供」 19

スズメ（つがいで営巣）

ハクセキレイ シジュウカラツグミ（バードバス）

ナナホシテントウアオスジアゲハ

・2012年より施設で生き物モニタリングを実施。鳥類・昆虫類の生息をデータ化。
・広域渋谷圏での生息地提供により、生態系にポジティブインパクトを実現。

モニタリング調査の様子



・オフィスの緑化効用を科学的に検証。ストレス低減、集中度向上に効果。
・グリーンを活用する新しい働き方「GREEN WORK STYLE」を提案。

依存「文化的サービス」 20



21依存「調整サービス」

・緑地保全は、環境上・災害防災上重要であると国や東京都の戦略で明示され、
自然資本の調整サービスを受けていると認識。

・広域渋谷圏は熱発生源の一方、緑化により気温低下が期待できるエリア。
緑化機能を活用し、ヒートアイランド緩和などポジティブインパクトも提供。



測定指標・ターゲット ／ 今後に向けて 22

自然関連の依存・インパクトに関してグループ全体で具体的目標を策定し、
取り組みを実施。

・もう一つの優先地域であるリゾート事業関連の
分析を実施予定。

・財務影響については、シナリオ分析も踏まえて
今後検討の予定。

■測定指標・ターゲット ／ 今後に向けて

■今後に向けて



東急不動産CM「緑をつなげよう」ご紹介 23


